
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、18年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

市長・副市長・収入役・教育長については、平成12年1月から平成20年3月までの間、給料月額を10％削減しています。

また、期末勤勉手当の算定基礎額は、削減後の給料月額を使用しています。

管理職手当については、平成15年4月から平成20年3月までの間、25％削減しています。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（19年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成16年～18年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給

　された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

（注）１　「平均給料月額」とは、19年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等　　　

　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

うち自動車運転手 7,486,666 4,696,700

394,189

320,514

1.46

2.10

―

うち清掃職員 46.0

43.2

1.59

330,732

287,094

1.61

うち学校給食 23

19

国

類似団体

―

371,710331,155 391,139

48.8

47.0

―

―

―

― ― ―

―

―

―

1.38

うち用務員

うち自動車運転手 472,150

47.0東京都 429,065

352,547

345,2673 420,061

423,019

1.25

1.86

1.38

37.7

422,726

―338,548

用務員

自家用乗用自動車運転者

227,200

342,800

53.9

402,775

413,978

379,122

299,800

302,500

43.3廃棄物処理業従業員

調理士

参　　考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

（A）
平均給与月額
（国ベース）

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給料月額

（B）
A/B

―

―

――

383,541

民　　　　間

平均給料月額 平均給与月額

（国ベース）

平均給与月額

―

58.0

―

470,314

427,502

区　　分

区　　　　分
公　　務　　員

　　清瀬市

412,243

43.6 357,414

―

44.8

40.7

清瀬市

東京都

類似団体

国

2,167

5,193

55

497,376

16 342,300

318,722

413,978

47.5

46.9

325,724

446,117355,518

45.8 407,46680

379,122

473,427

48.6

平均年齢

388,960

― ―

4,192,600

4,167,200

3,284,300

6,735,269

6,063,445

6,899,527

区　　　　分
公務員
（C）

参　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

民間
（D）

C/D

　　清瀬市

うち清掃職員

うち給食調理員

うち用務員

2



（2) 職員の初任給の状況（19年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 － －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（19年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（19年４月１日現在）

（注）１　清瀬市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成18年４月より給料表を職務の級に分類（１級～８級）しました。

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
１．勤務成績の評定の実施状況
　毎年9月30日と3月31日をそれぞれ基準日として平成16年度より管理職を対象に業績評価制度を実施しており
ます。
　なお、平成19年7月から管理職以外を対象に、人事考課制度の試行を行い平成20年度より本格実施する予定と
なっています。

２．昇給への勤務成績への反映状況
　現在は昇給への反映はしておりませんが、平成21年度より昇給へ反映させる予定です。
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（18年度支給割合） （18年度支給割合） （18年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　　4～20％ 　・役職加算　　　　 3～20％ 　・役職加算　　　　 5～20％

　・管理職加算　　15～25％ 　・管理職加算　　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（19年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（19年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。（清瀬市も同様）

 (4) 特殊勤務手当

平成18年度より全廃しました。

45.50

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

59.2059.20

3.5

1.8

0.95 1.45

0.751.6

30.55

41.3433.50

59.28

１．勤務成績の評定の実施状況
　毎年9月30日と3月31日をそれぞれ基準日として管理職を対象に平成16年度より業績評価を実施しております。
　なお、管理職以外については、業績評価は行っていませんが、今年度に試行しており平成20年度より実施する予
定となっています。

２．勤勉手当への勤務実績の反映状況
　管理職については、予め設定した目標に対する業績に対して、5段階（A～E）の評価を実施し、その評価結果に基
づき勤勉手当の成績率（41/100～57/100）を決定しています。
　なお、管理職以外の職員については、業績評価が未実施であるため、勤勉手当の成績率に差を設けず、一律の支
給（47.5/100）を行いました。

3.0

23.50

0.55

59.28

国

59.2847.50

国

国の制度（支給率）

15市内全域 14.5

支給対象地域

清　　　　　瀬　　　　　市 東　　　　　京　　　　　都

支給率

3.46

1.78

―１人当たり平均支給額（18年度）１人当たり平均支給額（18年度）

12.4

13,896

支給対象地域 支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

支給実績（18年度決算）

494

260,055

515,422

7.5市内全域

1,922 1,947

支給対象職員数 国の制度（支給率）

0.95

0.55

清　　　　　　　　　　　瀬　　　　　　　　　　　市

32.50

35.0024.25

59.2049.75

26,664

2号級（公務上の死亡）
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（19年４月１日現在）

円

円

(注）管理職手当の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

５　特別職の報酬等の状況（19年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

53,557

円

516,827 円

千円

13,424,000

手　当　名 内容及び支給単価

副 市 町 村 長

備　　　　考

4.4

839,000×支給率×勤続期間

議 員

副 市 町 村 長

　　（18年度支給割合）

4.4

退
職
手
当

91,268

配偶者　13,500円

休日に勤務した場合に支給
（支給率135/100）

住居手当

異なる内容との異同

金額
扶養手当

配偶者以外2人目まで　6,000円

３人目以降　5,000円
千円

異なる

金額

金額

同じ

異なる

異なる

異なる

105,275

交通用具（自家用車等）利用
（６か月分を一括支給）

議 員

市 長

収 入 役

副 議 長

在任期間毎

在任期間毎717,000×支給率×勤続期間

648,000×支給率×勤続期間

努めた場合における退職手当の見込み額である。

32,425

副参事職以上の役職に定額支給
部長　　　69,100円　（92,100円）
参事　　　62,200円　（82,900円）
課長　　　51,900円　（69,100円）
副参事　 45,000円　（59,900円）

世帯主であるが扶養親族
を有しない者　8,500円

異なる

内容及び金額

内容及び金額

交通機関（電車・バス等）利用
（６か月分を一括支給）

世帯主であり扶養親族を
有する者　9,000円

31,240管理職手当

給

料

区 分

副 市 町 村 長

収 入 役

通勤手当

休日勤務手当

755,100

異なる

同じ

給 料 月 額 等

25,321千円

市 長

期
末
手
当

議 長

収 入 役

議 長

報

酬

副 議 長

市 長 　　（18年度支給割合）

477,000

（18年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額（18年度決算）

円32,430 千円

320,000

583,000

737,200

987,000

68,999支給方法
国は１か月毎
に支給

97,930支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

186

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ） 182

国の制度 支給実績

717,000

8,604,000

6,480,000

439,000

418,000

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ）

国の制度と

16歳～22歳までの子の加算　4,000円

761,935千円

同じ

400,000

839,000

583,200

645,300 612,800

648,000

937

在任期間毎

815,000

435,000

（参考）類似団体における最高／最低額

732,000

350,000652,700

590,900
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（19年４月１日現在）

　

56歳 60歳

＜参考＞

52歳

　　　人口１万人当たり職員数　　68.20　人

0

業務の増

2

0

主な増減理由

-4

-3 事務の統廃合

0

職 員 数

0

0

対前年
増減数

167170

028

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

小　計

6

36

95 95

7

36

32歳 48歳

-9

44歳40歳24歳 28歳 36歳

小　計

46 39そ　の　他

＜参考＞
　　人口１万人当たり職員数　　61.87　　　人
　　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　65.23

業務の増

平成18年 平成19年

農林水産

税　　　務

民　　　生

衛　　　生

労　　　働

3

1

-7

495

-5

1

6

商　　　工

土　　　木

20歳

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

下　水　道

普

通

会

計

部

門

議　　　会

総務企画

504

46

[      600      ］ [    0   ］[      600      ］

20歳

合　　計

357

2119

5

9295

51

453 449

一
般
行
政
部
門

　計

教育部門

3

358

28

事務の統廃合

2
＜参考＞
　　人口１万人当たり職員数　　49.19　　　人
　　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　48.52
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構成比
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比
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）第３次行財政改革における定員管理の数値目標（数・率）

98 92 1

人 人人

区　分

未満

～ ～ ～

23歳 31歳

計

以上59歳

～ ～

47歳 55歳

～

51歳

人 人 人

～～

43歳39歳

～～

純減率純減数

平成18年4月1日 平成20年3月31日 3年間で４８名削減

計画期間

数値目標
始　期 終　期

職員数

平成22年4月1日

3

人
職員数

330

人人 人

3 16

人

495

人

53 56 8159

35歳

人

27歳

14.8528 450 78

職員数

平成17年4月1日
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